
上場取引所（所属部）

４３６７ 大阪証券取引所（市場第２部）

大阪府

ＴＥＬ （０６） ６９６１－９７７２

中間配当制度の有無 有

単元株制度採用の有無 有 (１単元 1,000株)

１．1５年３月期の業績（平成１４年４月１日～平成１５年３月３１日）

（１）経営成績

百万円 百万円 百万円

（２）配当状況

（３）財政状態

百万円 百万円 ％ 円 銭

２．1６年３月期の業績予想（平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日）

２．期末自己株式数 １５年３月期

売 上 高

（参考） ( 通 期

百万円

中 間 期

百万円

株3,400 1,400
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．
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－

－

（ ）
対 前 期

経 常 利 益
対 前 期

増 減 率

対 前 期

増 減 率
営 業 利 益
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△

△

(

(

－

－

％

．
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（年　間）
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上 場 会 社 名

経 理 室 長

小 寺 章 一

広 栄 化 学 工 業 株 式 会 社

決 算 取 締 役 会 開 催 日

定 時 株 主 総 会 開 催 日

問 合 せ 先

本 社 所 在 都 道 府 県

15 年 3 月 期

14 年 3 月 期

．

15 年 3 月 期

14 年 3 月 期

円

売 上 高

４４

１８，３９９ △ (１，５０６( )１，２３７

総 資 本

24,497,125

１．期末発行済株式数

０

０ ．

15 年 3 月 期

14 年 3 月 期

０ ００

円 銭

14 年 3 月 期

株

．

２４，６７０

２５，２３７ ６

１４年３月期 24,498,600

９，６９７

１０，７４４

３９

（注） １５年３月期 24,496,600 株

５７

３９５．

４３８．

８８３

０ ． ００

０ ００

． ００

総 資 産

００

△

１．期中平均株式数

無

15 年 3 月 期

（注）

２．会計処理の方法の変更

△

３８

３５

．

平成１５年５月１９日

責任者役職名

平成15年3月期 個 別 財 務 諸 表 の 概 要

コ ー ド 番 号
(URL http://www.koeichem.com/)

氏 名

(

平 成 １ ５ 年 ５ 月 １ ９ 日

平 成 １ ５ 年 ６ 月 ２ ７ 日

))１８，８７３ ５９０(

当 期 純 利 益

円 銭 円

．

経 常 利 益

　(注)記載金額は百万円未満切捨

　　　利益項目での△は損失

)

)

（ ）

％

△

増 減 率

(

株 主 資 本

配 当 率

百万円

株24,499,417

％ ％

１４年３月期

－

中 間 期 末

円 銭 円 銭

． ０００

１００通 期

△ １１０

１９，０００

９，０７０ １００

０ ． ００． ００

円 銭

－

対 前 期

－

－ △

△ △

銭

百万円％

増 減 率

％ ％

当 期 純 利益）（）

９３１

円

９

４１７

経 常 利 益 率

株 主 資 本

－

－

△

百万円通期営業利益百万円

)

１，０８６ ( )－

－

銭

中間期営業利益 ６０

０８

５６０

４ 円１株当たり予想当期純利益
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（単位：百万円、未満切捨）

期  別

自 自

至 至

製品グループ

36.0 37.4 △ 94 △ 1.4

9.1 8.0 252 17.1

22.5 22.6 78 1.9

67.6 68.0 236 1.9

24.0 22.5 380 9.2

8.4 9.5 △ 142 △ 8.2

32.4 32.0 238 4.1

474 2.6

( う ち 輸 出 額 ） （単位：百万円、未満切捨）

期    別

自 自

至 至

部  門  名

％ ％ ％

51.7 50.1 328 5.3

22.7 20.2 201 16.9

42.3 40.5 529 7.1

フ ァ イ ン 製 品 部 門

化 成 品 部 門

7,984 7,454

6,596

）

計

計

多 価 ア ル コ ー ル 類

合        計

（
14 年 4 月 1 日

合        計 18,873 100.0

5,880

18,399

化
成
品
部
門
そ の 他 1,591

4,527

輸出比率

）
13 年 4 月 1 日

（

6,267

輸出比率 金  額

15 年 3 月 31 日

％

1,472

4,163

％

100.0

14 年 3 月 31 日

金  額構成比

12,518

4,147

6,883
フ
ァ
イ
ン
製
品
部
門

6,788

1,724

4,242

％

医 農 薬 関 連 化 学 品

機 能 性 化 学 品

そ の 他

部
 
門

前 期

（
13 年 4 月 1 日

当 期

14 年 4 月 1 日

15 年 3 月 31 日
（

14 年 3 月 31 日

金  額構成比金  額

増         減

当 期 前 期

）

6,119

1,733

）

12,754

部 門 別 売 上 高 表

1,388 1,187

増減率

増減率金  額

増         減

金  額
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損 益 計 算 書

（単位：百万円、未満切捨）
期  別 当　　期

自14年 4月 1日 自13年 4月 1日 増      減
科  目 至15年 3月31日 至14年 3月31日

金      額 金      額 金      額

（ 経 常 利 益 の 部 ）

１８，８７３ １８，３９９ ４７４

１５，６９３ １５，７９８ △ １０５

３，５９８ ３，８３８ △ ２４０

△ ４１７ △ １，２３７ ８２０

( ３７３ ) ( ３４０ ) ( ３３ )

１０１ ３１ ６９

２７２ ３０８ △ ３６

( ５４６ ) ( ６０８ ) ( △ ６２ )

９７ ９８ △ ０

４４９ ５１０ △ ６１

△ ５９０ △ １，５０６ ９１５

（ 特 別 損 益 の 部）

( ３２５ ) ( １３ ) ( ３１２ )

３１６ － ３１６

９ １３ △ ４

( １，２４３ ) ( ３５８ ) ( ８８５ )

１，２４３ ３５８ ８８５

△ １，５０９ △ １，８５１ ３４２

８ ８ －

※ △ ５８６ △ ７７３ １８６

△ ９３１ △ １，０８６ １５５

△ ６００ ４８３ △ １，０８３

△ １，５３１ △ ６０３ △ ９２８

※ 法人税等調整額には、事業税の外形標準課税導入に伴う影響額８０百万円が含まれており、この結果、
　 当期純損失が８０百万円増加している。

）

営 業 利 益 （ △ は 損 失 ）

経 常 利 益 （ △ は 損 失 ）

税引前当期純利益(△は損失)

特 別 損 失

構 造 改 革 費 用

特 別 利 益

貸 倒 引 当 金 戻 入 額

営 業 外 費 用

当期未処分利益（△は未処理損失）

前　　期

（ ） （

法人税、住民税および事業税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益 （△ は損 失）

固 定 資 産 売 却 益

そ の 他 の 収 益

前期繰越利益（△は損失）

営 業 損 益 の 部

売 上 高

売 上 原 価

販売費および一般管理費

支 払 利 息

そ の 他 の 費 用

営 業 外 損 益 の 部

営 業 外 収 益

受取利息および配当金
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(単位：百万円、未満切捨)
当 期 前 期 当 期 前 期

  科     目 15年3月31日 14年3月31日 増 減   科     目 15年3月31日 14年3月31日 増 減
現 在 現 在 現 在 現 在

[ 24,670 ] [ 25,237 ] [ △567 ] [ 14,973 ] [ 14,493 ] [ 479 ]

流 動 資 産 ( 13,667 ) ( 13,605 ) ( 62 ) 流 動 負 債 ( 11,723 ) ( 9,433 ) ( 2,289 )

現 金 ･ 預 金 1,000 627 372 支 払 手 形 427 1,262 △834

受 取 手 形 39 572 △532 買 掛 金 3,477 2,452 1,025

売 掛 金 4,223 4,253 △29 短 期 借 入 金 5,690 4,670 1,020

有 価 証 券 － 2 △2 未 払 金 1,955 777 1,178

製 品 ･ 商 品 2,768 3,305 △536 未 払 費 用 23 22 0

半製品･仕掛品 3,869 3,503 365 預 り 金 19 69 △49

原料品･貯蔵品 915 799 115 賞 与 引 当 金 130 180 △50

未 収 入 金 396 252 143 固 定 負 債 ( 3,249 ) ( 5,059 ) ( △1,809 )

繰延税金資産 433 280 153 長 期 借 入 金 1,150 2,550 △1,400

その他の流動資産 26 23 2 長 期 預 り 金 330 390 △60

貸 倒 引 当 金 △5 △14 9 退職給付引当金 1,769 2,118 △349

固 定 資 産 ( 11,003 ) ( 11,632 ) ( △629 )

有形固定資産 7,766 8,560 △794 [ 9,697 ] [ 10,744 ] [ △1,046 ]

建 物 2,031 2,181 △149 資  本  金 ( 2,343 ) ( 2,343 ) ( － )

構 築 物 755 878 △123 資本剰余金 ( 1,551 ) ( 1,551 ) ( － )

機 械 装 置 4,263 4,845 △582 資 本 準 備 金 1,551 1,551 －

車 両 運 搬 具 5 7 △1 利益剰余金 ( 5,221 ) ( 6,152 ) ( △931 )

工具器具備品 268 335 △66 利 益 準 備 金 341 341 －

土 地 100 247 △147 固 定 資 産
圧 縮 積 立 金 9 12 △3

建 設 仮 勘 定 341 64 277 別 途 積 立 金 6,402 6,402 －

無形固定資産 28 68 △39 当期未処分利益 △1,531 △603 △928

ソフトウェア等 28 68 △39
（△は未処理損失）

3,208 3,004 203 (う ち 当 期 純 利益（ △ は 損 失 ）
) ( △931 ) ( △1,086 ) ( 155 )

投資有価証券 1,237 1,477 △239 ( 583 ) ( 698 ) ( △115 )

子 会 社 株 式 46 46 － 自 己 株 式 △0 △0 △0

長 期 貸 付 金 7 12 △4

差 入 保 証 金 195 263 △68

繰延税金資産 1,677 1,139 537

その他の投資等 129 162 △32

貸 倒 引 当 金 △87 △98 11

合   計 24,670 25,237 △567 合   計 24,670 25,237 △567

（（（

貸 借 対 照 表

））（ ）

( 資 本 の 部 )

株式等評価差額金

投   資   等

）

( 資 産 の 部 ) ( 負 債 の 部 )
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自 自

至 至

) △ △ △

△

△ △ △

) △ △ △１，５２９

（

計

次 期 繰 越 利 益 ( △ は 損 失

当期未処分利 益 ( △は 損失

損　失　処　理　案

）
14 年 3月 31日

増 減
）

当 期 前 期

（
13 年 4月 1日14 年 4月 1日

９２８

（単位：百万円、未満切捨）

９２８

６００

０

６０３

３

９２８１，５２９

これを次のとおり処理します。

15 年 3月 31日

２

６００

１，５３１

固定資産圧縮積立金取崩額
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重 要 な 会 計 方 針 
 
１．有価証券の評価基準及び評価方法             
      その他有価証券 
         時価があるもの ：期末日の市場価格等に基づく時価基準によっております。 

また売却原価は移動平均法により算定しております。 
                 （評価差額は全部資本直入により処理） 
          時価がないもの ：原価基準（移動平均法） 
 
２．棚卸資産の評価基準及び評価方法        
商品、原材料 ：低価基準（移動平均法） 
上記以外の棚卸資産 ：原価基準（移動平均法） 

 
３．有形固定資産の減価償却の方法 ：定率法  
   
 
４．引当金の計上基準 
 ①貸 倒 引 当 金               一般債権については合理的に見積った貸倒率により、貸倒懸念 
                 債権等特定の債権については個別に債権の回収可能性を検討し 
                 て計上しております。 
 
 ②賞 与 引 当 金                従業員に対して支給する賞与に充てるため、当期に負担すべき支

給見込額を計上しております。 
                                   
  ③退 職 給 付 引 当 金               従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務お

よび年金資産の見込額に基づき、当期末において発生していると
認められる額を計上しております。 

                 また、役員退職慰労金の支払に充てるため、内規による当期末退
職慰労金要支給額の100％を繰入計上しております。       
                                                     

 
５．リース取引の処理方法 
  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に 
  ついては、通常の賃貸借取引にかかる方法に準じた会計処理によっております。 
 
６．消費税等の処理の方法        ：税抜方式 
 
 
 
 

注 記 事 項 
 

                                             （当  期）       （前  期）  （増 減） 

１．有形固定資産の減価償却累計額            23,988百万円    27,563百万円  △ 3,575百万円 

 

 



リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

(工具・器具・備品等） （単位：百万円）
　 当  期 前  期 増  減

取 得 価 額 相 当 額 190 284 △ 93

減価償却累計額相当額 140 228 △ 88

期 末 残 高 相 当 額 50 56 △ 5

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に

　　　占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。

(2)未経過リース料期末残高相当額

（単位：百万円）
当  期 前  期 増  減

１ 年 以 内 19 26 △ 7

１ 年 超 31 29 1

合 計 50 56 △ 5

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の

　　　期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。

(3)支払リース料及び減価償却費相当額

（単位：百万円）
当  期 前  期 増  減

支 払 リ ー ス 料 30 46 △ 15

減 価 償 却 費 相 当 額 30 46 △ 15

(4)減価償却費相当額の算定方法は、定額法によっております。

リ ー ス 取 引
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